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研究要旨 
 地方衛生研究所（地衛研）におけるバイオテロ対応の現状と課題について、「１．現行
の国立感染症研究所（感染研）病原体検出マニュアル」、「２．新規検査マニュアルの整
備の必要性」、「３．地方衛生研究所全国協議会 6支部の感染症対策部会を中核として支
部内連携構築、支部内連携から広域・全国ネットワークの構築」、「４．地衛研と感染研
の連携強化」の視点から、課題の抽出や解決策を探索した。その結果、多くの課題が抽
出された。これら課題の解決には、地衛研、各支部内、支部間や地方衛生研究所全国協
議会、感染研や厚生労働省の理解や連携が重要である。加えて、地衛研の厳しい予算や
人員状況、機能低下、人材育成、技術継承などの課題が抽出された。課題の克服には各
地衛研のみならず、地方自治体や国レベルの連携、理解や支援（財政、人的、技術、情
報など）が望まれる。バイオテロは突発的で緊急を要する健康危機管理対応であり、平
時から対応を準備・構築する必要がある。 

 
A. 研究目的 
 バイオテロ対応において医療機関や地方
衛生研究所（地衛研）は診療や原因物質（感
染病原体や毒素など）の特定で最前線とな
ることが想定される。本分担研究は地衛研
における原因物質（感染病原体や毒素など）
の特定に際し、課題を抽出し、課題解決の
探索を目的とした。 
B. 研究方法 

 地衛研における感染症対策は地方衛生研
究所全国協議会感染症対策部会を中核とし
て活動していることから、全国 6 地区支部
（北海道・東北・新潟地区、関東・甲・信・
静岡地区、東海・北陸地区、近畿地区、中
国・四国地区、九州地区）の部会員を研究
協力者と構成した。 
 各研究者に 4 項目（下記）について意見
調査（アンケート）を実施し、課題を抽出
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や課題の克服を探索した。 
１．現行の国立感染症研究所（感染研）病
原体検出マニュアル 
２．新規検査マニュアルの整備の必要性 
３．地方衛生研究所全国協議会 6 支部の感
染症対策部会を中核として支部内連携構築、
支部内連携から広域・全国ネットワークの
構築 
４．地衛研と感染研の連携強化 
 
倫理面への配慮 
 本研究は意見調査研究であり、また、患
者など研究対象者は包含せず、倫理面に問
題ないと判断した。なお、利益相反はなか
った。 
 
C. 研究結果 
１．現行の感染研病原体検出マニュアル（表
１） 
 感染研病原体検出マニュアルに関し、１）
改訂年月日の記載、２）地衛研と感染研の
担当部分に関する記載、３）感染研の online
病 原 体 検 出 マ ニ ュ ア ル
（http://www.nih.go.jp/niid/ja/labo-manual. 
html）でリンク不全、４）厚生労働省通知
とマニュアルの齟齬、５）自然毒（リシン、
サキシトキシン）や真菌毒（アフラトキシ
ン、マイコトキシン）に関する記載がない、
６）診断不明や未知の原因物質・病原体の
対応などが意見された。 
２．新規検査マニュアルの整備の必要性（表
２） 
 新規検査マニュアルの整備の必要に関し、
１）水痘は特定病原体でないが、天然痘／痘
瘡と鑑別診断を要するため、天然痘のマニュ
アル、２）新規分析機器の導入が予想される
検査に関するマニュアル、３）感染症の予防及
び感染症患者に対する医療に関する法律（感
染症法）改正の施行に伴い、病原体サーベ
イランスが強化（2015年 4月以降）に整合・
見直し、４）自然毒や真菌毒に関するマニュ
アル、５）地衛研で実施する可能性の高い日
本紅斑熱やウエストナイル熱に関する検出
マニュアル、６）検査法の最新化に伴う周
知や迅速な更新などが示された。 

３．地方衛生研究所全国協議会 6 支部の感
染症対策部会を中核として支部内連携構築、
支部内連携から広域・全国ネットワークの
構築（表３） 
 １）地衛研の現状：的確な技術継承と人
材育成、２）異なる支部間の連携構築、３）
バイオテロ病原体は低頻度で試薬備蓄に経
費を要し、また、検査精度の維持、検査員
の確保が困難など、意見された。 
４．地衛研と感染研の連携強化（表４） 
 １）相互理解や配慮、２）感染症法改正
の施行に伴い、感染症発生動向調査事業が
見直しされることが想定されるが、経過に
関し、情報共有が不十分、３）地衛研にお
ける予算と人員は制約されているが、感染
研の支援、４）レファレンスセンターの制
度として位置付けが不明瞭、５）感染研の
行政検査成績書が地衛研に返送されるまで
長期間を要することがあるなど、示された。 
 
D. 考察 
 地衛研は地方衛生行政の科学的・技術的
中核機関（健発 0731 第 8 号、厚生労働省
健康局長、平成 24 年 7 月 31 日）であり、
業務と機能は１）試験検査、２）調査研究、
３）研修・指導、４）公衆衛生情報の収集・
解析・発信、５）健康危機管理対応、６）
衛生行政施策に資する科学的根拠の提供で
ある。地衛研におけるバイオテロ対応とし
て、上述の１）－６）が該当し、加えて、
広域性、国と連携が求められる。 
 地衛研におけるバイオテロ対応の現状と
課題について、「１．現行の感染研病原体検
出マニュアル」、「２．新規検査マニュアル
の整備の必要性」、「３．地方衛生研究所全
国協議会 6 支部の感染症対策部会を中核と
して支部内連携構築、支部内連携から広
域・全国ネットワークの構築」、「４．地衛
研と感染研の連携強化」の視点から、課題
の抽出や解決策を探索した。 
 その結果（表１．－４．）、多くの課題が
抽出された。これら課題の解決には、地衛
研、各支部内、支部間や地方衛生研究所全
国協議会、感染研や厚生労働省の理解や連
携が重要である。加えて、厳しい予算や人
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員状況、機能低下、人材育成、技術継承な
どの課題が抽出された。 
 解決には各地衛研のみならず、地方自治
体や国レベルの連携、理解や支援（財政、
人的、技術、情報など）が望まれる。バイ
オテロは突発的で緊急を要する健康危機管
理対応であり、平時から対応を準備・構築
する必要がある。 
 
E. 結論 
 バイオテロ対応において地衛研の課題
を抽出し、課題解決の探索をした。 

 課題の克服には各地衛研のみならず、
地方自治体や国レベルの連携、理解や
支援（財政、人的、技術、情報など）
が望まれる。 

 
F. 健康危険情報 
 特記事項なし。 
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表 1．現行の国立感染症研究所病原体検出マニュアルの問題点および改善法 

問  題  点 改   善 
 バイオテロ対象病原体（特に１種及び２種病原体）につ
いて、検出マニュアルの有無・最終改訂年月日のリスト
がある方が良い 

 炭疽・ペスト菌については、地衛研で実施準備する部分
と感染研が担当する部分を明示しておいてほしい（本文
の前に、検査項目とレベルの表を加えていただくと良
い） 

 検出マニュアルの有無・最終改
訂年月日のリストに関する情報
の追加 

 地衛研と感染研の担当部分を明
記 

 すでにマニュアルがありながら、リンクがない（ウ
エストナイル熱、SFTS、結核など） 

 リンクされているマニュアルに関し、第何版、作成
年月日などが記載されていると最新化されたものか
どうか解り易いと考える 

 リンクの確認 
 
 情報の追加 

 炭疽菌検出：通知（厚労省、2001年 10月 18日）と
炭疽検査マニュアル（第２版、感染研、2013年 3月）
が示されているが、PCR法の位置づけが異なる 

 通知（厚労省、2001年 10月 18
日）と炭疽検査マニュアル（第
２版、感染研、2013年 3月）を
整合 

 ホームページ：感染研から検出法のダウンロードが
できない項目がある（コレラ菌、結核菌、ウエスト
ナイルウイルス、ボツリヌス毒素・菌、SFTS－－－） 

 自然（サキシトシン、リシン）や真菌毒（アフラト
キシン、マイコトキシン）に関する検査方法の記載
がない 

 病原体検出マニュアルは病原体別に記載されている
が、診断不明の場合、対応に苦慮 

 マニュアルに記載されている試薬メーカーが多岐 

 病原体検出マニュアルの整備と
更新 

 
 自然毒に関する整備？ 
 
 
 症状に基づいた検査フローチャ
ートの整備が望まれる 

 混乱や誤認を回避するため、数
社以内 

 
表２．新規検査マニュアルの整備の必要性 

問  題  点 改   善 
 水痘は特定病原体でないが、天然痘と鑑別診断を要す
るため、マニュアル整備が必要 

 今後、MALDI-TOF-MS 等機器分析の当該分野におけ
る応用の進展が期待される。将来的にはこれらにも対
応するマニュアルが必要 

 水痘に関するマニュアルの整備 
 
 MALDI-TOF-MS等機器分析にも
対応するマニュアルの整備 

 感染症法改正に伴い、病原体サーベイランスが強化
される（2015年 4月以降）。 

 病原体サーベイランスの強化に
整合・見直し 

 自然毒や毒素系物質の検査マニュアルが必要  自然毒や毒素系物質の検査マニ
ュアルの整備 

 地衛研で実施する可能性の高い日本紅斑熱やウエス
トナイル熱に関する検出マニュアルの整備 

 検査法の最新化に伴う周知や迅速な更新 

 感染研ホームページの更新 
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表３．地方衛生研究所全国協議会 6 支部の感染症対策部会を中核として支部内連携構築、
支部内連携から広域・全国ネットワークの構築 

問  題  点 改   善 

 的確な技術伝承と人材育成が不十分であり、今後、
個々の地衛研の弱体化が進行する可能性 

 感染症対策部会を中核とする連
携の維持が重要 

 副部会員など増員 
 部会員の処遇として、衛微協理
事会に参加 

 異なる支部間の連携構築  地衛研全国協議会で支部間の連
携を強化 

 バイオテロ病原体は低頻度で試薬備蓄に経費を要
し、また、検査精度の維持、検査員の確保が困難 

 支部内で検査を分担し、事務手
続きは簡素化 

 国からの経費補助 

 
表４．地衛研と国立感染症研究所の連携強化 

問  題  点 改   善 
 相互の優先事項に対する配慮や理解が不足しがち  衛微協の理事会等を活用して、

感染研と地全協感染症対策部会
の連携強化 

 相互の人事交流の活発化 
 感染症法改正に伴い、感染症発生動向調査事業の見
直しが行われ、レファレンスセンターを精度管理セ
ンターにすることなどが討議されているが、衛生微
生物協議会のレファレンス委員会と別に協議が進行 

 衛生微生物協議会の検査情報委
員会やレファレンス委員会を整
理し、再構築 

 地方衛生研究所は施設、予算、検査機器等の状況に
より検査可能病原体の範囲に制約 

 地衛研では予算や人員が漸減し、新たな課題が発生
した時の対応が困難 

 検査機器や検査試薬の購入費な
ど財政支援 

 検査技術の指導・実技講習 
 国からの通知や通達を適宜発出
し、地方が課題に向け迅速に対
応できるような措置 

 検査技術の指導・実技講習 
 感染研の行政検査成績書が地衛研に返送されるまで
長期間（例：数か月）を要することがある 

 感染研の迅速な検査対応と回答 

 レファレンスセンターを介した連携も図っている
が、レファレンスセンターは制度として位置付けが
不明瞭なため、地衛研内で正式な対応が困難 

 レファレンスセンターを通知等
で国（厚生労働省、感染研など）
が明確に位置付ける 
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